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重大災害等発生時における事業継続計画

～ 概要版 ～



 

当社は、以下の目的のため事業継続計画を策定す

るとともに、今後速やかにアクションプログラムを策定

し、かつ、これに基づき組織を挙げて適切に実施する。

さらに、本計画に従って、実施をマネジメントし、定期

的な点検と改善を繰り返すことにより、下記目的をより

確実なものとし、企業としての社会的責任を果たすも

のである。

①社員とその家族の生命の安全確保

②建設コンサルタント業務の継続及び速やかな復旧

③顧客から建設コンサルタント企業に求められる緊急

業務への速やかな対応

JEC-BCPにおける基本方針



 

JEC-BCPにおいて前提とする災害（本社被災の場合）

0  (  0≦Ijma＜0.5)
1  (0.5≦Ijma＜1.5)
2  (1.5≦Ijma＜2.5)
3  (2.5≦Ijma＜3.5)
4  (3.5≦Ijma＜4.5)
5弱(4.5≦Ijma＜5.0)
5強(5.0≦Ijma＜5.5)
6弱(5.5≦Ijma＜6.0)
6強(6.0≦Ijma＜6.5)
7  (Ijma≧6.5)

震度分布

本社震度６弱

ライフラインの復旧見積り
・電力
・通信
・上下水道
・ガス
・交通機関
（代替輸送開始1週間程度）

：1週間
：2週間
：1ヶ月
：1ヶ月
：1ヶ月

・本社震度6弱
・社屋の構造被害は軽微
・什器・資料類散乱
・サーバ・システム類一時停止
・周辺ライフライン・交通機関全停止
・周辺での火災発生

本社周辺の発災直後の状況

想定地震

・東京湾北部地震
・マグニチュード7.3
・勤務時間内発災と
勤務時間外発災を想定

本社ビルは被害軽微だが、ライフラインの途絶、通勤困難から周辺支
店を活用して拠点立ち上げ、その後早期に代替オフィスを確保する。



 

情
報
シ
ス
テ
ム
の
安
定
的
維
持
と

そ
れ
に
よ
る
基
幹
業
務
の
継
続

（
給
与
、
経
理
等
事
務
の

ノ
ン
ス
ト
ッ
プ
継
続
）

被
災
地
に
お
い
て
発
生
す
る
、

緊
急
対
応
業
務
の
早
期
実
施

（
点
検
、
調
査
、

応
急
復
旧
設
計
、
査
定
設
計
等
）

被
災
地
を
除
く
地
域
で
の

委
託
業
務
の
確
実
な
実
施

（
柔
軟
な
人
材
運
用
計
画
に
よ
る

業
務
継
続
体
制
早
期
確
立
）

JEC-BCPにおける最重要業務と目標

災害対応を通した、顧客に対するさらなる信頼の獲得

最重要継続業務の３本柱

信頼の獲得により、原状回復以上を目指すＢＣＰ



 

JEC-BCPにおける対策の例 その①

震源情報
（緊急地震速報）

震度分布
即時推定

初動判断
行動困難域予測
職員参集状況予測
支店・営業所の
状況予測

非常体制発令
安否確認メール配信

M=6.9、首都直下
の地震

■震度６強

■震度６弱

■震度５強

■震度５弱

●職員住居

20km

10km

5km

メールによる
指示伝達、状況付与

緊急地震速報を用いた安否確認、状況把握及び早期体制整備



 

JEC-BCPにおける対策の例 その②

ＪＥＣ本社（東京）及びＥ・Ｊホールディングス（岡山）における
基幹システム群の完全２系統化

･本社機能停止時には、Ｅ・Ｊホールディングス（岡山）から全国各支社へのサービスを提供
（メール／web／基幹システムなど ）-より信頼性の高い外部サーバの活用も検討
･本社での基幹業務を、岡山にて継続して処理
（給与／経理システムなど）

全国各拠点では、東京の障害発生の
影響は最小限に抑えることが可能

障害発生時、本社での基幹業務を
岡山にて即時引き継ぎ

常時東京・岡山間でバックアップを
取り、サーバの二重化を行う

障害発生

全国各拠点に対し、東京サーバ
と全く同じサービスを提供



 

JEC-BCPにおける対策の例 その③

災害情報ステーション（次世代防災マニュアルシステム）を
活用した、情報の一元管理と共有

・震源・地震動の
情報

・災害対策本部
の決定事項

・安否・動員状況

・被害・措置の状況

閲覧

職員

登録・広報資料

・他機関からの
提供情報

・
・
・

最新情報

カテゴリ分類

災害で発生する
様々な情報



 

JEC-BCPにおける対策の例-その④
Ｅ・Ｊグループのスケールメリットを生かした

全国規模の柔軟な人材運用計画の策定
（東京が被災の場合）

支社・Ｅ・Ｊグループ→本社
応急対応要員派遣
（被害調査・災害査定等）

本社→支社
コンサルティング業務継
続のための要員移転

災対本部（本社）

本社→E・JHD本社
基幹業務の移転
情報システム保守運用

E・J HD本社


